
為替週間展望＝ドル円は底堅く、もみ合いながら上値を追う展開か

　　　　　　　　　　［８月１２日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    8 月 5 日～ 8 月 9 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  146.65   147.90( 7)    141.70( 5)    147.12   +0.59

ユーロ・ドル  1.0909   1.1008( 5)    1.0882( 8)    1.0926   +0.0015

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    35,025.00     -884.70     日本10年債利回り   0.861   -0.089

ダウ平均株価    39,446.49     -290.77     米10年債利回り     3.988   +0.197

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１２日　独６月経常収支

１３日　英７月雇用統計

　　　　独８月ＺＥＷ景況感指数

　　　　米７月生産者物価指数

１４日　ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利

　　　　英７月消費者物価指数、英７月生産者物価指数、英７月小売物価指数

　　　　ユーロ圏第２四半期ＧＤＰ改定値、ユーロ圏６月鉱工業生産指数

　　　　米７月消費者物価指数

１５日　日本第２四半期ＧＤＰ１次速報

　　　　豪７月雇用統計

　　　　中国７月鉱工業生産指数、中国７月小売売上高

　　　　日本６月鉱工業生産指数確報値

　　　　英第２四半期ＧＤＰ速報値、英６月貿易収支

　　　　英６月鉱工業生産指数、英６月製造業生産指数

　　　　スイス７月生産者・輸入価格

　　　　カナダ６月卸売売上高

　　　　米７月小売売上高、米８月ＮＹ連銀製造業景気指数

　　　　米新規失業保険申請件数、米８月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米７月輸入価格指数

　　　　米７月鉱工業生産・設備稼働率

　　　　米６月対米証券投資

１６日　ＮＺ第２四半期生産者物価指数

　　　　英７月小売売上高

　　　　ユーロ圏６月貿易収支

　　　　米７月住宅着工・許可件数

　　　　カナダ６月製造業出荷

　　　　米８月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は７月１１日の高値１６１．７０台から８月１日の安値１４

８．５０近辺まで１３円以上の下落を見せた。下げが続いてきたことで、反動高の動き

になりやすい地合いとなっている。一方で、戻したところでは売り圧力に押されやすい

とみられ、しばらくは１５０円を挟んでの振幅が続くことになるとした。

　　　　

【ドル円はパニック的な下げから戻りを見せる】

　２日の米雇用統計の結果が悪く、その後に一段とドル安円高が進んだ。米国の景気減

速への警戒感から米長期金利が低下するとともにドル売りにつながった。この日は日経

平均が２０００円超の急落を見せており、ＮＹダウが６１０ドル安、ナスダックは２．
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４３％安と大きく値を崩した。

　　

　週明けの５日に日経平均は前日比４４５１円安となり、過去最大の下げ幅となった。

２日の米雇用統計の弱さを受けて売りが広がった。リスク回避の円買いも加速して、ド

ル円は１４１．７０近辺まで急落した。円キャリートレードの円売りポジションの巻き

戻しもかなり出たとみられている。なお、アジアの株式市場も全面安となり、５日のＮ

Ｙ市場ではＮＹダウは１０３３ドルの急落を見せるなど世界的な株安の動きが続いた。

　　

　米雇用統計の悪化の影響で、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は年内０．７５％の利

下げ予想から、１．２５％の利下げを見込む見方も出てきた。一部ではＦＲＢが緊急利

下げに動くといった見方も出ていた。ただ、これはパニック的な動きに対する過剰反応

とみられる。

　　

　７月の米雇用統計で非農業部門雇用者数は１１．４万人増となり、事前予想１７．５

万人増を下回った。また、前回値は２０．６万人増から１７．９万人増に下方修正され

た。確かに雇用者数は予想を下回ったものの、減少に転じたわけではない。失業率が

４．３％となり、直近３か月の平均が過去１２か月の最低値から０．５上回ると景気後

退入りするというサーム・ルールに該当したことも、市場心理を悪化させた。なお、こ

の４．３％という水準は歴史的にみると極めて低く、それほど悲観するような結果では

ない。

　　

　なお、５日のＮＹ市場では、７月の米ＩＳＭ非製造業景況指数は市場予想を上回った

こともあり、過度なドル売り円買いが一服して、１４１．７０近辺から１４６．６０台

まで一時回復した。その後は伸び悩み１４４円台前半で引けた。

　　

　６日には日経平均が前日の暴落の反動もあり、３２１７円高となり、過去最大の上げ

幅を記録した。こうしたこともあり、ドル円は１４６円台まで再び上昇した。７日には

日銀の内田副総裁は講演して、「金融市場が不安定な状況で利上げをすることはない」

と述べた。また、「日本は一定のペースで利上げしないと、金融政策が後手に回るよう

な状況ではない」「当面、現在の水準で金融緩和をしっかりと続けていく必要がある」

とも述べた。この動きを受けて、円売りの動きからドル円が急伸した。ドル円は１４

７．９０近辺まで上値を伸ばした。その後は一進一退の動きながらも１４５～１４７円

台で推移している。

　　

　８月１２日の週の米経済指標では１４日の７月の米消費者物価指数が注目される。事

前予想では前月比は総合が＋０．２（前回－０．１％）、コアが＋０．２％（前回＋

０．１％）といずれも前回を上回る見通し。一方で前年比は総合が＋２．９％（前回＋

３．０％）、コアは＋３．２％（前回＋３．３％）といずれも前回から減速する見通

し。

　　

　それ以外には１３日の米７月生産者物価指数、１５日の米７月小売売上高、米新規失

業保険申請件数などが注目される。良好な結果ならドル買いに、逆ならドル売りに傾き

そうだ。市場予想と比べて上振れする米経済指標が多ければ、米国の堅調な景気が確認

されて、ドルは底堅い動きを見せそうだ。

　　

　米国の景気減速懸念を受けて、ドル円、日経平均、米国株は急落したものの、パニッ

ク的な売りが落ち着くと戻り歩調で推移している。米経済指標の動向次第ながら、ドル

円は底堅く、もみ合いながら上値を追う展開が見込まれる。ドル円の目先の予想レンジ

は、１４４．００～１５２．００円。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、１３日に米７月生産者物価指数、１４日に米７

月消費者物価指数、１５日に日本第２四半期ＧＤＰ１次速報、日本６月鉱工業生産指数

確報値、米７月小売売上高、米８月ＮＹ連銀製造業景気指数、米新規失業保険申請件

数、米８月フィラデルフィア連銀景況指数、米７月輸入価格指数、米７月鉱工業生産・

設備稼働率、米６月対米証券投資、１６日に米７月住宅着工・許可件数、米８月ミシガ

ン大学消費者信頼感指数速報値などがある。

　　

【ユーロドルはレンジ相場で推移か】

　弱い米雇用統計を受けてユーロ買いドル売りの動きからユーロドルは１．０７８０近



辺から１．０９２０台まで急伸した。５日には米景気減速懸念などを背景にドル売りの

動きとなって、ユーロドルは１．１００８近辺まで上値を伸ばした。

　　

　ユーロドルの１．１０００ドル乗せは長く続かず、伸び悩みを見せている。一段と大

きく上値を伸ばしにくいものの、大きな崩れも見せていない。こうした中、ユーロドル

はレンジ内で一進一退の動きが見込まれる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０

８００～１．１０５０ドル。

　　

　８月１日の英金融政策委員会（ＭＰＣ）で英中銀は０．２５％の利下げを決定した

後、ポンドドルは一時的に戻す場面も見られたものの、軟調な流れを継続してきた。７

月１７日の高値１．３０４４から８月８日の安値１．２６６５まで３７０ポイントもの

下げとなっている。下向きで推移する５日移動平均線を上抜いてきており、目先は戻り

歩調で推移するとみられる。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２６００～１．２

９００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１２日に独６月経常収支、１３日に英７月

雇用統計、独８月ＺＥＷ景況感指数、１４日にＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利、英

７月消費者物価指数、英７月生産者物価指数、ユーロ圏第２四半期ＧＤＰ改定値、ユー

ロ圏６月鉱工業生産指数、１５日に豪７月雇用統計、中国７月鉱工業生産指数、中国７

月小売売上高、英第２四半期ＧＤＰ速報値、英６月貿易収支、英６月鉱工業生産指数、

英６月製造業生産指数、スイス７月生産者輸入価格、カナダ６月卸売売上高、１６日に

ＮＺ第２四半期生産者物価指数、英７月小売売上高、ユーロ圏６月貿易収支、カナダ６

月製造業出荷などがある。
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